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1．はじめに 

気候変動問題等を背景として再生可能エネルギー（以降、「再エネ」。本稿では風力、太陽光、バイ

オマス、地熱を対象）に対する期待は大きく、世界各国で導入が進んでいる。特に、2016 年 11 月に

パリ協定が発効され、脱炭素化の流れが加速する中、さらに注目されている再エネの概要について解

説する。 

 

2．再生可能エネルギーの今後の見通しと概要 

【図表 1】の国際エネルギー機関（IEA）による世界の発電電力量の推移・今後の見通しで示した通

り、世界の電力需要の増大にあわせ、再エネの普及も進む見通しである。世界の発電電力量に占める

再エネによる発電電力量の割合は、2013 年には 6％程度であったが、2040 年には 20％弱に達する見

通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再エネは、発電出力の特性から大きく 2つに分類される。 

【図表 1】の吹き出し部分に示した通り、1つは「変動電源」と呼ばれ、自然条件で発電出力が変動

する再エネである。具体的には風力や太陽光が該当する。これらの再エネは、各国の政策による後押

しや技術革新によってコストの低減が見られ、世界的に普及が進んでいるが、一方でバックアップ用

の電源や電力供給を安定させるために時々刻々と変化する発電量の変動と電力需要とを調整する調整

用電源（主に火力発電や揚水発電、場合によっては蓄電池）が必要である。 

なお、こうした変動電源の導入が大量に進むと、電力供給安定化のために、さらにバックアップや

調整用電源の確保が重要になる。仮に、調整能力が十分でなければ、周波数が不安定になり、最悪の

場合は停電になる等の問題が顕在化する恐れがある。 

もう 1つは、「安定電源」と呼ばれ、自然条件に関わらず発電出力が安定している再エネである。具

体的には、地熱やバイオマスである。 
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3．各再生エネルギーの発電コスト 

【図表 2】に IEAが試算した

各再エネの発電コストを示し

た。前述の通り、電力供給安定

化のためには、変動電源には調

整用電源が必要だが、そのコス

トが反映されていない点に留

意が必要である。資源エネルギ

ー庁の試算では、今後、日本国

内の再エネ導入による電力供

給安定化のために必要な追加

費用は年間 1,000 億円を超え

るとみられている。 

再エネの発電コストは設置場所の自然条件等で大きな幅があるが、一般論として、バイオマスや地

熱といった安定電源は変動電源である太陽光や風力に比べて、コスト低減の余地が限られている。 

 

【図表 3】に各再エネの発電コ

スト構成の比較を示した。まずバ

イオマスについては、再エネの中

でも唯一燃料コストが発生する。

その割合は発電コスト全体の 6～

7 割程度を占めており、いかに削

減するかが課題になっている。ま

た、地熱に関しては、地下に賦存

する高温・高圧の蒸気を利用する

ことから、燃料を必要としないが、

その地下資源を発見するために、

高度な資源探査プロセスが必要なことから、発電コスト全体を引き上げる要因になっている。逆に言

えば、これら資源探査プロセスへの公的な支援がある場合には、経済性は十分に成り立つ可能性は高

いと言えよう。 

 

4．最後に 

再エネの導入が大量に進むことで、前述の変動電源の大量導入による問題も顕在化していくことが

考えられ、各国のエネルギー・環境に関連する諸政策の動向には注意が必要である。 

 

以上 


